
＜第1５回 大型車通行適正化に向けた関東地域連絡協議会＞

令和４年８月４日（木）

資料３

議事２）
大型車両を取り巻く課題への対応（案）
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１．大型車両に関する近年の動き

№ 課 題 取 組 時期(参考)

①
特殊車両通行許可
審査日数の長期化

①－１ 迅速化に向けたこれまでの主な取組（制度関係） 2019/4～

①－２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組（デジタル化関係） 2017/4～

①－３ 自治体申請システム 2020/6～

①－4 特殊車両通行確認制度 202２/4～

①－5 特殊車両通行許可オンライン申請システム（(独)日本高速道路保有・債務返
済機構）

202２/4～

②
特殊車両通行許可
基準・運用の緩和

②－１ 重要物流道路制度の創設 2019/5～

②－２ 国際海上コンテナ車（40ft背高）特殊車両通行許可不要区間 2019/7～

②－３ 車両長の緩和（ダブル連結トラック運用） 2019/1～

②－４ 特殊車両通行許可基準（車両幅）の改定 2019/1～

②－５ 特殊車両通行許可基準（はみ出し）の緩和 2019/1～

②－６ 特車ゴールド制度の運用改善 2019/3～

②－７ 通行時間帯（夜間）指定条件の合理化について 2019/6～

②ー８ 誘導車の配置条件の合理化について 2021/3～

③
悪質な重量超過
車両の走行

③－１ 悪質な重量制限違反者への告発 2016/2～

③－２ 大口・多頻度割引停止措置見直し 2017/4～

③－３ 荷主勧告制度の運用改善 2018/7～

③－４ 重量物輸送に係る基準の見直し 2022/4～

③－５ 過積載車両の荷主対策 2019/4～

大型車両に関する全体的な課題の状況と、それに対応する取組の現状について整理した。
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許可件数及び審査日数の推移の現状

⚫ 車両の大型化や法令遵守の取組等により、特殊車両通行許可件数は増加傾向が続き、
直近５年で約1.6倍に増加。

⚫ 審査件数の増加に比例してH３０年度をピークに審査日数が長期化したが、直近では
ピーク時の半分程度まで短縮されたものの、１ヶ月弱の日数を要している。

１．大型車両に関する近年の動き

出典：令和２年11月３０日第21回物流小委員会資料
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２．具体的な取組内容

出典：令和元年11月1日第71回基本政策部会資料

①ー１ 迅速化に向けたこれまでの主な取組（制度関係）
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２．具体的な取組内容

出典：令和元年11月1日第71回基本政策部会資料

①ー２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組（デジタル化関係）
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２．具体的な取組内容

出典：令和元年11月1日第71回基本政策部会資料

①ー２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組（デジタル化関係）
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２．具体的な取組内容

①ー３ 自治体申請システム

出典：特車PRサイト

開始日：令和２年６月８日～
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２．具体的な取組内容

①ー４ 特殊車両通行確認制度

出典：国土交通省ホームページ

施行：令和４年４月１日
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２．具体的な取組内容

①ー５ 特殊車両通行許可オンライン申請システム（(独)日本高速道路保有・債務返済機構）

出典：(独）日本高速道路保有・債務返済機構ホームページ

開始日：令和４年４月１日～
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２．具体的な取組内容

～
特
車
許
可
基
準
・運
用
改
善
の
取
組
～

出典：令和元年10月29日第20回物流小委員会資料

②ー１ 重要物流道路制度の創設 指定日：平成３１年４月１日
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２．具体的な取組内容

～
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準
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改
善
の
取
組
～

出典：令和元年10月29日第20回物流小委員会資料

②ー２ 国際海上コンテナ車（40ft背高）特殊車両通行許可不要区間
運用開始：令和元年７月３１日
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２．具体的な取組内容

～
特
車
許
可
基
準
・運
用
改
善
の
取
組
～

令和元年8月8日～
東北から九州まで対象路線を拡充

平成31年1月29日より
新東名を中心に本格導入

②ー３ 車両長の緩和（ダブル連結トラック運用）
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２．具体的な取組内容

～
特
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可
基
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の
取
組
～

②ー４ 特殊車両通行許可基準（車両幅）の改定 改正：平成３１年１月
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２．具体的な取組内容
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組
～

②ー５ 特殊車両通行許可基準（はみ出し）の緩和 改正：平成３１年１月29日
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２．具体的な取組内容

～
特
車
許
可
基
準
・運
用
改
善
の
取
組
～

従来は、複数台のトラクタをまとめた申請ができませんでしたが、今
回の改正（平成31年3月25日）により包括申請が可能となりました。
（「車種」、「荷物」、「通行期間」が同一の場合）

②ー６ 特車ゴールド制度の運用改善

改正前 改正後

ASL-ID(1)

ASL-ID(２)

ASL-ID(３)

ASL-ID(1)

ASL-ID(２)

ASL-ID(３)

改正前は１台毎の申請が必要
（×包括申請不可）

○改正後は包括申請が可能

改正：平成３１年３月２５日
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２．具体的な取組内容

～
特
車
許
可
基
準
・運
用
改
善
の
取
組
～

②ー７ 通行時間帯（夜間）指定条件の合理化について
改正：令和元年６月2１日
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２．具体的な取組内容

～
特
車
許
可
基
準
・運
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取
組
～

②ー８ 誘導車の配置条件の合理化について

改正：令和３年３月29日
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■悪質な重量制限違反者への即時告発

18

基準の２倍以上の重量超過の違反が現地取締で確認された場合は、告発（レッドカード）に。

③ー１ 悪質な重量違反者の告発

※H27年～R３年３月までに全国の高速道路における即時告発件数は５２件発生。

施行：平成２７年２月2３日



２．具体的な取組内容

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

■高速道路等における大口・多頻度割引停止措置等の見直し

（出典）中日本高速道路㈱HP

道路構造物へ与える影響が
大きい重量超過車両の違反
に対する措置をより厳しく

見直し
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③ー２ 大口・多頻度割引停止措置見直し 開始：平成２９年４月１日
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２．具体的な取組内容

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

■荷主勧告制度の運用改善

【課題】
• 荷主勧告や警告の判断基準が不明確であったため、荷主関与の有無について判断が困難。
• 行政処分が前提となっていたため時間を要し荷主へ早期の働きかけも困難。

荷主勧告の発動基準等を明確化、法令違反情報を基に迅速に協力要請へ

③ー３ 荷主勧告制度の運用改善 運用開始：平成２９年7月１日
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２．具体的な取組内容

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

【課題】
• トラック運送事業ではドライバー不足が深刻化しており、ドライバーの長時間労働の是正等の働き
方改革を進め、コンプライアンスが確保できるようにする必要がある。

■荷主に対する国土交通大臣による働きかけ等の規定の新設

荷主の理解・協力のもとで働き方改革・法令遵守を進めるための取組を一層推進

③ー３ 荷主勧告制度の運用改善 施行：令和元年７月１日
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２．具体的な取組内容
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組
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【課題】
• 単体物に係る基準緩和トレーラ車両で、バラ積み輸送や特車通行許可未取得等により、重大事故を
発生させる事案あり。

• 公平な競争環境が確保されず、法令を遵守する事業者に強い不満が発生。

■基準緩和の見直し

継続緩和認定の延長、悪質な違反行為に対する指導・処分強化

③ー４ 重量物輸送に係る基準の見直し 施行：平成29年７月３日
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２．具体的な取組内容

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

③ー４ 重量物輸送に係る基準の見直し

【課題】
• ドライバー不足が深刻な問題となっており、事業者を取り巻く経営環境は非常に厳しく、管理部門の負
担軽減を望む声も高まるなど、働き方改革の推進など官民あげて課題解決に向けた取り組みが必要

■基準緩和の期限延長

基準緩和認定の期限延長、申請書面の簡素化管理部門の負担軽減

施行：令和４年４月１日
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２．具体的な取組内容

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

■平成29年12月～基地取締時の荷主情報の聴取（直轄国道で試行）
■平成30年1月～特車申請時における荷主名の記載（直轄国道で試行）
■平成31年4月～基地取締時の荷主情報聴取（本格導入）

出典：令和元年2月6日第18回物流小委員会資料

③ー５ 過積載車両の荷主対策
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３．関東地域の課題と今年度の対策方針

継続的に対策を実施する必要がある課題

広報
対応

取締
対応

迅速化
対応 課 題

1-① 社会一般を含めた特車制度の周知

1-② 協会等非加盟事業者に対する広報手段

2-① 違反車両の交通安全対策

3-① 3-① 荷主の法令遵守に向けた対策

4-① 特車申請の許可期間短縮

関東地域における大型車通行の適正化に関する課題の再確認と、その対策について整理した。
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課 題

広
報
対
応

1-① 社会一般も含めた特車制度の周知
（社会一般の認知度は例年４割程度に留まっているため継続的な周知が必要。）

３．関東地域の課題と今年度の対策方針

対象者 継続的な実施内容 新規・拡大実施内容

広
報
対
応

社会一般

① 若い世代に対しても関心を持たせることができた
ラジオCM（複数局）による広報

② コロナ禍の感染状況を踏まえて連絡協議会委員主
催のイベントへの参画を検討

③ 特車総合ツイッターによる継続的な情報提供
④ 連絡協議会委員によるポスター・チラシの一斉掲示
（高速道路SA/PAのデジタルサイネージでの掲載）

⑦ 連絡協議会HP（アクセス数が
多かった特車制度ページ）に
子供向けの特殊車両図鑑を作
成して掲載（イベントが実施で
きた場合は、会場で配布）

荷主・
発注者

上記①、③、④を継続実施

⑧工事安全協議会を通じての工
事現場等でのポスターの展開
(都県・政令市及び高速道路
会社への拡大)

運送
事業者
（協会加盟
社）

⑤連絡協議会委員（関係企業団体）が発行するメルマ
ガ、機関紙等への寄稿

⑥ クレーンオペレータアンケート調査
上記①、④を継続実施

⑧工事安全協議会を通じての工
事現場等でのポスターの展開
(都県・政令市及び高速道路
会社への拡大)

⑨特車ハンドブックの改訂
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課 題

広
報
対
応

1-②
協会等非加盟事業者に対する広報
（協会等に加盟していない事業者(白ナンバー）等については、直接的な広報手段がないこ
とから、接点が生じる可能性のある場面で随時広報を発信していくことが必要）

３．関東地域の課題と今年度の対策方針

対象者 継続的な実施内容 新規・拡大実施内容

広
報
対
応

運送事業者
（協会非加盟

社）

① 運行管理者等指導講習及び整備管理者
研修資料にチラシを掲載

② 特殊車両の製造メーカー（ク
レーンメーカー国内大手2社）
を通じて購入者へのチラシを
配布（エリアを千葉県に拡大）



対象者 継続的な実施内容 新規・拡大実施内容

広
報
対
応

運送事業者

①警察署窓口でのチラシ設置及び来庁舎者に
対してのチラシ配布

②取締・高速道路会社による違反講習会、交
通安全キャンペーン及び現地取締時でのチ
ラシ配布

⇒対象者に向けて特車制度の遵守
すべき具体的な内容を記載した新
たなポスター・チラシ作成を検討

28

課 題

広
報
対
応

2-①
違反車両の交通安全対策
※H30年９月に千葉県内で重量オーバーの特殊車両（無許可）による
死亡事故発生

出典：（公社）全日本トラック協会
「2020年/2019年/2018年1～12月の交通事故統計分析結果～発生地別～」

３．関東地域の課題と今年度の対策方針

0

10

20

30

埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

平成30年～令和３年（1月～12月）

事業用車両の死亡事故データ

H30 R1 R2 R3

（件）
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課 題

広
報
対
応

取
締
対
応

3-①
荷主の法令遵守に向けた対策
（特車制度の遵守は運送事業者の努力のみでは実現できないことから荷主の協力・理
解が必要）

３．関東地域の課題と今年度の対策方針

対象者 継続的な実施内容 新規・拡大実施内容

広
報
対
応

荷主・発注者

①民間の土木・建築工事の発注者やクレー
ンを使用する建設業界に対して継続的に
啓発活動を実施

②荷主のメルマガ・機関紙・HP等へ継続的
にチラシ等の掲載、及びチラシ、ポスター
の配布

④ 「建築資材・機械」、「鋼材等」以
外の品目を取扱う１都3県の
建設業協会へにアンケート調
査を実施

⇒対象者に向けて特車制度の遵守
すべき具体的な内容を記載した新
たなポスター・チラシ作成を検討

取
締
対
応

運送事業者
を介した
荷主対策

③ 平成28年度に設置した「首都圏大規模
同時合同取締作業部会」による合同取
締時においても、車両制限令違反のドラ
イバーに対して積載貨物及び荷主名聴
取の協力を依頼
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課 題

迅
速
化
対
応

4-①

特車申請の許可期間短縮
（迅速化の取組の推進により一定程度、申請から許可までの期間が短縮化されたが更なる
短縮化が必要）

３．関東地域の課題と今年度の対策方針

対象者 継続的な実施内容 新規・拡大実施内容

迅
速
化
対
応

道路管理者
及び
申請者

① 平成２９年度に設置した「通行許可迅速化検
討部会」において、特車通行確認制度の利用
促進及び審査期間短縮に向けた意見交換

④ 新制度（確認制度）運用
開始後の動向・変化調査

道路管理者
② 上記部会において個別協議期間の短縮や審

査内容の統一化等への意見交換

トラックＷＧ
③ 令和元年に設置した「迅速化（トラック）WG」

において審査期間短縮等に向けた意見交換



４．情報共有

https://www.ktr.mlit.go.jp/road/sinsei/road_si
nsei00000088.html

【URL】

【連絡協議会ホームページ】

特殊車両通行ハンドブック２０２０

特殊車両通行許可限度算定要領の一部改正に伴い、通行条件や誘導車の配置条件等が一部
変更となったため、2021年２月版としてハンドブックを更新し、連絡協議会ホームページに
て公開していますので、ご活用ください。
なお、今年度、特殊車両通行確認制度に関する内容を追加する予定としています。

【更新箇所の例】

【更新前】 【更新後】

【更新前】 【更新後】

通行条件の変更
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誘導車の配置条件変更

https://www.ktr.mlit.go.jp/road/sinsei/road_sinsei00000088.html

